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 決算の概要です。第２四半期累計は売上⾼1,628億円、営業損失が40億円、四半
期純損失が57億円で着地しました。

 第2四半期累計の売上⾼は、部材調達難による⽣産影響はあったものの前年⽐で若⼲
の増収。同じく営業利益についても⽣産影響や部材価格⾼騰などの影響はうけたものの
、物量増や固定費減といった要因でこれを打ち返しました。

 サプライチェーン全般の環境認識ですが、第２四半期についても第１四半期と⽐較して
状況は⼤きくは変わらず、OKIにおいても、依然部材によって調達の確実性にばらつきがあ
る状況が続いております。そのような状況ではありますが、調達先拡⼤など調達⼒強化や
設計変更による代替部材対応といった対策を継続しております。

 なお、中国ATM事業の債権について、本決算にて貸倒引当⾦6億円の繰⼊を⾏っており
ます。詳しくはこのあと営業利益変動要因のページでご説明します。

 また、為替による影響ですが、売上で約31億円のプラス、営業利益については連結全体
で2億円のマイナス影響で着地することができました。

 最後に四半期純損益については構造改⾰に伴う特別損失の減少により、前年⽐で９億
円の改善となりました。

 ページ下段に記載の通り、期中の平均為替レートはUSD134.0円で対前年24.2円の
円安、EURは138.7円で同7.8円の円安となっております。
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 セグメント毎の売上⾼と営業利益です。
 まず売上⾼ですが、ソリューションシステムは前年からの案件を着実に取り込み、前年⽐
56億円増収の745億円となりました。

 コンポーネント＆プラットフォームは前年⽐27億円減収の880億円となりました。 FA/半導
体製造装置向け事業等引き続き好調な分野や為替レートによる売上の嵩上を享受した
分野がある⼀⽅で調達影響もあり全体では減収となりました。

 つづいて営業利益です。ソリューションシステムは増収を実現したものの前年⽐７億円減
少し、９億円の営業損失となりました。部材価格⾼騰と円安によるコスト増が影響しまし
た。

 ⼀⽅コンポーネント＆プラットフォームの営業利益はものづくりプラットフォームの増収や情報
機器事業の構造改⾰による固定費減などがあり前年⽐では改善しましたが、やはりサプラ
イチェーン影響が⼤きく7億円の営業損失となりました。
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 サプライチェーンによる利益への影響ですが、上期の発⽣額としては72億円のマイナスとな
っております。内訳についてはカッコ内に記載のとおりです。セグメント別ではソリューションシ
ステムで14億円、コンポーネント&プラットフォームで58億円です。

 戻りまして、物量変動&機種構成差の26億円ですが、主には前年からの案件の取り込み
分で約23億円のプラスとなっております。

 また価格適正化につきましては、プラス17億円と着実に進捗しております。
 続いて、固定費等の増減についてですが、コンポーネント＆プラットフォームにおける中国拠
点の収束や欧⽶販社の⼈員削減などによる33億円の固定費減が主な要因です。

 為替はソリューションシステムでマイナス影響が出ましたがコンポーネント&プラットフォームの
プラス影響と打ち消し合い、この四半期では2億円のマイナスに⽌まりました。

 最後に⼀過性の要因、中国ATM事業の現地訴訟の引当⾦です。昨年12⽉の1審で勝
訴し、現在債権回収に向けた強制執⾏⼿続を進めております。同時に親会社への訴求
適⽤を求める訴訟も⾏っておりましたが、親会社の訴求については原債務者への強制執
⾏⼿続完了まで⼀時的に中断との裁判所⾒解が出されました。会社としては強制執⾏を
早期に完了させ、親会社への訴求を強⼒に推進する⽅針は不変ながら、引当については
１年程度後ろ倒しすることが保守的で妥当と判断し繰り⼊れを実施しました。
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 ソリューションシステムの事業概況です。
 パプリックとエンタープライズの領域では、前年からの航空局向け案件や通信キャリア向け案
件を確実に取り込み、横河電機から買収した航空計器事業による底上げも貢献し、ソリ
ューションシステム全体では増収となりました。

 但し、残念ながら利益⾯では部材価格⾼騰に加えて、先ほど営業利益の変動要因で触
れた為替によるマイナス影響が約5億円あり、前年⽐では減益となりました。

 ただソリューションシステム全体の第2四半期単独での営業利益はプラスに転じておりますの
で、引き続き年間計画の達成に向けて注⼒してまいります。

 またDX領域の売上⾼は158億円となり、前年と⽐べると19億円増となっております。
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 コンポーネント＆プラットフォームの事業概況です。
 モノづくりプラットフォーム事業の売上⾼は、FA/半導体製造装置向け事業が引き続き好
調なことから当該事業全体の前年⽐では⼤幅な増収を実現しました。しかしながら当該
事業の中にも調達影響を受けている事業領域がある為、当初の⽬論⾒と⽐較しますと若
⼲のビハインドでの着地となっております。

 ⼀⽅で、コンポーネント事業の売上⾼は、⾃動機事業の部材不⾜による⽣産減の影響を
情報機器事業の消耗品の増収や為替がフェーバーに働いたことで⼀部補いましたが全体
では減収となりました。

 営業利益はモノづくりプラットフォームにおける増収の効果と情報機器事業を中⼼とした海
外⼦会社の構造改⾰による固定費改善が奏功し前年⽐で増益となりました。なお、改め
てではありますが、現中計で掲げた構造改⾰は計画通り完了し効果も出ていることをご報
告します。
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 今年度はサプライチェーン影響へのリスク対応を集中的に⾏うという⽅針の下、必要部材の早
期確保や⽣産平準化の実施などによる半製品の作りだめといった各種対策を⾏っております。
この結果、棚卸は期⾸から約240億円増加し、借⼊残⾼も約250億円増加しております。

 この他、サプライチェーン影響対策として設計変更による代替部材対応といった施策も進⾏して
おり、当⾯在庫⽔準は⾼⽌まりとなりますが、少しでも早くお客様に商品をお届けするイコール
在庫の圧縮、適正化を実現するとの⽅針の下、精⼒的に取り組んでいきます。

 尚、総資産は前期末から80億円増加の3,772億円。
 ⾃⼰資本は80億円減少の994億円となりました。
 結果、⾃⼰資本⽐率は26.4％、ＤＥレシオは1.1倍となっております。



 フリーキャッシュフローは227億円のマイナスとなりました。要因は先ほどバランスシートでご説
明した通りです。

 なお、現⾦同等物は317億円と必要な⼿元資⾦は確保しております。
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